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地域支援における制度理解と検討課題のポイントについて



重症心身障害と医療的ケア児



重症心身障害とは ①
• 「重症心身障害児（重症児）」という言葉が使用されるようになったのは1958年

（昭和33）です。

• 重症心身障害児施設入所対象選定基準 （昭和38年 厚生省次官通達）

１．高度の身体障害があって、リハビリテーションが著しく困難であり、精神

薄弱を伴うもの。ただし、盲またはろうあのみと精神薄弱が合併したものを

除く。

２．重症の精神薄弱があって、家庭内療育はもとより、重症の精神薄弱児

を収容する精神薄弱施設において、集団生活指導が不可能と考えられるもの。

３．リハビリテーションが困難な身体障害があり、家庭内療育はもとより、肢体
不自由児施設において療育することが不適当と考えられるもの。



重症心身障害とは

• 『重症心身障害児施設支援とは、重症心身障害児施設に入所し、又
は指定医療機関に入院する重度の知的障害及び重度の肢体不自
由が重複している児童に対して行われる保護並びに治療及び日常
生活の指導をいう。』（児童福祉法第7条7）

• 医学的診断名ではありません。児童福祉での行政上の措置を行う
ための定義(呼び方)です。

• ◇重症心身障害児者の推計値は、全国でおよそ４３，０００人。

（うち、入所１４，０００人 在宅２９，０００人）

岡田喜篤氏（元川崎医療福祉大学学長）の推計（2012年4月１日現
在）。





第３回 障害児入所施設の在り方に関する検討会全国医療的ケア児者支援協議会 資料



医療的ケア児
• 医療的ケア児とは、医学の進歩を背景として、ＮＩＣＵ等に長期入院

した後、引き続き人工呼吸器や胃ろう等を使用し、たんの吸引 や経
管栄養などの医療的ケアが日常的に必要な障害児のこと。

• 「地方公共団体は、人工呼吸器を装着している障害児その他の日
常生活を営むために医療を要する状態にある障害児が、その心身
の状況に応じた適切な保健、医療、福祉その他の各関連分野の支
援を受けられるよう、保健、医療、福祉その他の各関連分野の支援
を行う機関との連絡調整を行うための体制の整備に関し、必要な措
置を講ずるように努めなければならない。」（児童福祉法第五十六条
の六第二項）

• 全国の医療的ケア児は約1.7万人〈推計〉 ［平成28年厚生労働科学
研究田村班中間報告］



第３回 障害児入所施設の在り方に関する検討会全国医療的ケア児者支援協議会 資料



医療的ケア判定スコアの導入

• 医療的ケア児を預かる児童発達
支援事業所や放課後等デイサー
ビスに対し、看護職員配置加算と
いうものを作る。

• 判定スコアが一定の点数以上の
子どもたちをお預かりした人数に
合わせて、看護師を置くための加
算が、利用者1人あたりの報酬に
加えて付く。







大津市内の重症心身障碍児者及び医療的ケア児の数

• 大津市内重症心身児者数170人（2018年4月1日）

→うち在宅:104人、入所：66人

• 就学前で重心及び医療的ケアを必要とする児童 46人

（2018年7月時点）

→うち医療的ケアの必要な方30人

• 大津市の医療的ケア児 78人（2015年12月小児学会調査）



ライフステージごとの支援と
利用できる資源と制度



全体を俯瞰して見る

• アセスメントの3領域3要素

①暮らしの3要素

・生活、日中活動、余暇

②生活の3要素

・医療、介助介護、移動外出

③後ろ盾の3要素

・所得保障、相談支援、権利擁護

『相談支援の実践力』より



①在宅移行期

１）本人・保護者との信頼関係の構築

２）多機関に渡る支援者と顔の見える関係構築

⇒支援チーム作り

３）在宅への安心感

４）状況把握（モニタリング）の重要性

支援者育成研修テキストより



①在宅移行期に必要な資源や制度

①医療

・日常のかかりつけ医（訪問診療）

・外来医療、入院医療

・訪問看護

・公的医療制度

②障害福祉

・障害者手帳

・補装具、日常生活用具

・相談支援

・居宅介護

・短期入所（医療型）

③手当

・特別児童扶養手当、障害児福祉手当



在宅移行に関わる医療機関

・大津赤十字病院

（総合周産期母子医療センター NICU９床 GCU21床）

・滋賀医科大学病院

（総合周産期母子医療センター NICU９床 GCU12床）

・滋賀県小児保健医療センター

（レスパイト12床 NICU後方支援ベッド４床）





ＮＩＣＵ在宅移行期における退院支援の過程

家族の心理

ＮＩＣＵ入院 退院 在宅

退院の見通しがわからない
在宅に戻るイメージがわかない 在宅へ円滑に移行できない

アセスメント
状況の整理

在宅ケア移行
支援の必要性

アセスメント

・在宅生活へ向け
た認識

・家族の経済状況

・地域の資源や特
徴の理解

・退院後予測される
事象

治療
の

開始

在宅環境
家庭との

分離

身体的イメージの
急激な変化

医療
の

継続

入院前の
状態との
ギァップ

介護ケア
の必要性

通院
困難

在宅環境
での医療

入院医療とのギャップ

退院準備・在宅ケア
移行支援の開始

合意形成
入院期間

経過の見
通しを説

明

多職種間の支援調整
・アセスメント内容の共有

・在宅生活におけるケア
の必要性と家族の介護力
の見積もり

・在宅生活へ向けたイ
メージづくりへの支援

・在宅生活支援の全体像
や流れをイメージする
・訪看との役割分担

合意形成
意思決定

支援

・予後、病状
の説明

・退院時の状
態のゴール
設定

・介護可能な
医療的ケア
のイメージづ
くり

シンプルなケアへの切替

本人・家族の意向を反映
した在宅療養への準備

引用文献２谷口一部改変
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在宅移行期の多職種連携過程と構造

生じる困難

在宅
支援の
対象者

入院 （病院） 退院 在宅

退院の見通しがわからない
在宅に戻るイメージがわかない 在宅へ円滑に移行できない

アセスメント
状況の整理

在宅ケア移行
支援の必要性

アセスメント

・在宅生活へ向け
た認識

・家族の経済状況

・地域の資源や特
徴の理解

・退院後予測される
事象

治療
の

開始

在宅環境
家庭との

分離

身体的イメージの
急激な変化

医療
の

継続

入院前の
状態との
ギァップ

介護ケア
の必要性

通院
困難

在宅環境
での医療

入院医療とのギャップ

退院準備・在宅ケア
移行支援の開始

合意形成
入院期間

経過の見
通しを説

明

多職種間の支援調整
・アセスメント内容の共有

・在宅生活におけるケア
の必要性と家族の介護力
の見積もり

・在宅生活へ向けたイ
メージづくりへの支援

・在宅生活支援の全体像
や流れをイメージする
・訪看との役割分担

合意形成
意思決定

支援

・予後、病状
の説明

・退院時の状
態のゴール
設定

・介護可能な
医療的ケア
のイメージづ
くり

シンプルなケアへの切替

本人・家族の意向を反映
した在宅療養への準備

退院支援
退院調整

引用文献6谷口一部改変
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医療保険による訪問看護の利用

• 児童の場合は医療保険制度による訪問看護サービスが利
用できます。

【窓 口】主治医と相談の上、各訪問看護ステーション等

【対象者】通院困難で、医師から訪問看護の指示書が出て
いる患者

【内 容】訪問看護ステーションや病院・診療所の看護師等が、
自宅を訪問して、療養上の世話や必要な診療の補助を行う
もの。

【負 担】医療保険制度や各種医療費公費負担制度による自
己負担。また、訪問看護ステーショ ンには自費請求が可能
な料金設定があり、例えば、交通費の請求や休日の訪問看
護に対して医療保険請求を行った上で、自費請求などを設
定しています。





訪問看護ステーションの利用時間や加算等
（医療保険）

• １回の利用時間 → ３０分～９０分

• 利用者１人 → 週３日が限度

（１か所の訪問看護ステーション）

• 厚生労働大臣が定める疾病等（別表第７）や特別管理
加算（別表第８）の対象者や急性増悪等による特別訪
問看護指示書期間

→ 週４日以上の訪問看護が可能

→ 難病等複数回訪問看護(１日２回又は３回)
→ １人に対して複数の訪問看護が可能

＊ 同一日にそれぞれの訪問看護ステーションの利用はできない



厚生労働大臣が定める疾病等
別表第７

①末期の悪性腫瘍

②多発性硬化症

③重症筋無力症

④スモン

⑤筋委縮性側索硬化症

⑥脊髄小脳変性症

⑦ハンチントン病

⑧進行性筋ジストロフィー症

⑨パーキンソン病疾患（進行性核上

性麻痺、大脳皮質基底核変性症及

びパーキンソン病(ホーエン・ヤール

の重症度分類がステージ3以上で

あって生活機能障害度がⅡ度又は

Ⅲ度のものに限る)）

⑩多系統萎縮症（線条体黒質変性

症、オリーブ橋小脳萎縮症及びシャ

イ・ドレーガー症候群）

⑪プリオン病

⑫亜急性硬化性全脳炎

⑬ライソゾーム病

⑭副腎白質ジストロフィー

⑮脊髄性筋萎縮症

⑯球脊髄性筋萎縮症

⑰慢性炎症性脱髄性多発神経炎

⑱後天性免疫不全症候群

⑲頸髄損傷

⑳人工呼吸器を使用している状態

（夜間無呼吸のマスク換気は除く）



特別管理加算の対象者
別表第８

①在宅悪性腫瘍患者指導管理若しくは在宅気管切開患者

指導管理を受けている状態にある者又は気管カニューレも

しくは留置カテーテルを使用している状態にある者

②在宅自己腹膜灌流指導管理、在宅血液透析指導管理、

在宅酸素療法指導管理、在宅中心静脈栄養法指導管理、

在宅成分栄養経管栄養法指導管理、在宅自己導尿指導管理、

在宅人工呼吸指導管理、在宅持続陽圧呼吸療法指導管理、

在宅自己疼痛管理指導管理又は在宅肺高血圧症患者指導

管理を受けている状態

③人工肛門又は人工膀胱を設置している状態にある者

④真皮を越える褥瘡の状態にある者

⑤在宅患者訪問点滴注射管理指導料を算定してる者



訪問看護ステーションの利用時間や加算等
（医療保険）

• 急性増悪等の場合（急性増悪、終末期、退院直後等の理由）

→ 特別訪問看護指示書（週４日以上の頻回な訪問看護）

交付日から１４日を限度（月１回限り）

＊厚生労働大臣が定める利用者 → 月２回特別訪問看護指示書

１．気管カニューレを使用している利用者

２．真皮を越える褥瘡の状態にある者

• 長時間訪問看護加算

（ １回の訪問看護の時間が９０分を超えた場合）

長時間の訪問看護の対象者

１．１５歳未満の超重症児又は準重症児（週３回、加算で対応可能）

超重症児又は準重症児とは、「超重症児（者）判定基準」によるスコアが１０以上」の利用者

２．別表第７・８に該当する利用者（週１回）

３．特別訪問看護指示書に係る訪問看護を受けている者（週１回）

＊加算算定した日以外は、「その他の利用料」の支払で対応可能



訪問看護ステーションの利用時間や加算等
（医療保険）

• 複数名訪問看護加算

必要があって、同時に複数の看護師等により訪問看護を行った場合

＊複数名訪問看護の対象者

１．別表第７・８に該当する利用者

２．特別訪問看護指示書に係る訪問看護を受けている者

３．暴力行為、著しい迷惑行為、器物破損行為等が認められる者

４．その他利用者の状況等から判断して、１～３のいずれかに準ずる

と認められる者（看護補助者の場合に限る）

看護職員と看護等（理学療法士、作業療法士等含む）との同行

→ 週１回限り

看護職員と看護補助者との同行

→ 週３回まで





公的医療制度

○自立支援医療制度 心身の障害を除去・軽減するための医療につ
いて、医療の自己負担額を軽減する。

①育成医療 対象者は、身体に障害を有する児童で、その障害を除
去・軽減する手術等の治療により確実に効果が期待 できる者（18歳
未満） （実施主体：市町村）

②都道府県や市町村が実施している心身障害者（児）医 療費助成
（心身に重度の障害がある方に医療費の助成をする制度）

③小児慢性特定疾病や難病の医療費助成



自立支援医療制度の概要

根 拠 法 ： 障害者総合支援法

概 要 ： 障害者（児）が自立した日常生活又は社会生活を営むために必要な心身の障害の状態を軽減するための医療（保険
診療に限る。）について、当該医療費の自己負担額を軽減するための公費負担医療制度

※ 所得に応じ１月あたりの自己負担上限額を設定（月額総医療費の１割がこれに満たない場合は１割）
※ 保険優先のため、通常、医療保険の自己負担分（３割）と上記の自己負担上限額の差額分を自立支援医療費により支給

実 施 主 体 ： 【更生医療・育成医療】 市町村 【精神通院医療】 都道府県・指定都市

負 担 割 合 ： 【更生医療・育成医療】 国 1/2，都道府県1/4，市町村1/4 【精神通院医療】 国1/2，都道府県・指定都市1/2

支給決定件数 ： 【更生医療】 251,789件 【育成医療】 32,100件 【精神通院医療】 1,817,829件 ※平成27年度

更 生 医 療 ： 身体障害者福祉法第４条に規定する身体障害者で、その障害の状態を軽減する手術等の治療により確実に効果
が期待できる者（18歳以上）

育 成 医 療 ： 児童福祉法第４条第２項に規定する障害児のうち、障害に係る医療を行わないときは将来において身体障害者
福祉法別表に掲げる障害と同程度の障害を残すと認められ、手術等により確実な治療の効果が期待できる者
（18歳未満）

精神通院医療 ： 精神保健福祉法第５条に規定する精神疾患（てんかんを含む。）を有する者で、通院による精神医療を継続的
に要する者

根拠法及び概要

対 象 者

（精神通院医療）
精神科専門療法
訪問看護

（更生医療・育成医療）
肢体 不自由 ･･･ 関節拘縮 → 人工関節置換術 言語障害 ･･･ 口蓋裂 → 形成術
視 覚 障 害 ･･･ 白内障 → 水晶体摘出術 免疫機能障害 ･･･ 抗HIV療法

聴 覚 障 害 ･･･ 高度難聴 → 人工内耳埋込術
内 臓 障 害 ･･･ 心臓機能障害 → ペースメーカー埋込手術

腎臓機能障害 → 腎移植、人工透析 肝臓機能障害 → 肝移植

＜先天性内臓障害＞ 鎖肛 →  人工肛門の造設 ※ 育成医療のみ

対象となる医療の例
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「重度かつ継続」 の範囲
○疾病、症状等から 対象 とな る者

[ 更 生 ・ 育 成 ]  腎 臓 機 能 ・ 小 腸 機 能 ・ 免 疫 機 能 ・心 臓 機 能障 害 ( 心臓 移 植 後 の 抗 免疫 療 法 に 限る ) ・ 肝臓 の 機 能 障 害 ( 肝臓 移 植 後の 抗 免 疫 療 法 に 限る ) の 者
[ 精 神 通 院 ]    ① 統 合 失 調 症 、 躁 う つ 病 ・ う つ 病、 て んか ん 、 認 知症 等 の脳 機 能 障害 、 薬 物関 連 障害 （ 依 存症 等 ） の 者

② 精 神 医 療 に 一 定 以 上 の 経 験 を 有 す る 医師 が 判断 し た 者

○疾病等に 関わら ず、高額な 費用負担が継続する こと から 対象と なる 者
[ 更 生 ・ 育 成 ・ 精 神 通 院 ] 医 療 保 険 の 多 数 回 該 当 の 者

負担上限月額の経 過的特例措置 ※上記の 太枠 部分

育 成 医 療 の 中 間 所 得 １ ， ２ 及び 「 重 度 か つ 継 続 」 の一 定 所得 以 上 の負 担 上限 月 額 に つ い て は 、 平 成 ３ ０年 ３ 月３ １ 日 ま で の 経 過的 特 例措 置

自立支援医療の患者負担の基本的な枠組み

一定所得以上

中 間 所 得 ２

中 間 所 得 １

低 所 得 ２

低 所 得 １

生 活 保 護

① 患者の負担が過大なものとならないよう、所得に応じて１月当たりの負担上限額を設定。（月額総医療費の１割がこれに満たない場合は１割）
② 費用が高額な治療を長期にわたり継続しなければならない（重度かつ継続）者、育成医療の中間所得層については、更に軽減措置を実施。

市町村民税非課税（低所得１を除く）

市町村民税非課税（本人又は障害児の保護者の年収80万円以下)

生活保護世帯

市町村民税 33,000円未満（年収約290～400万円未満）

市町村民税 33,000円以上235,000円未満（年収：約400～833万円未満）

市町村民税 235,000円以上（年収約833万円以上）

０円

２，５００円

５，０００円

５，０００円 ５，０００円

１０，０００円 １０，０００円

２０，０００円対 象 外 対 象 外

更生医療・
精神通院医療

育成医療 重度かつ継続

総医療費の１割
又は高額療養費
（医療保険）の

自己負担限度額

所得区分（医療保険の世帯単位）

【自己負担上限月額】

医療保険（７割） 自立支援医療費
（月額医療費－医療保険－患者負担）

患者負担
（１割又は負担上限額）

【月額医療費の負担イメージ】 ＊医療保険加入者（生活保護世帯を除く）

＊年収については、夫婦＋障害者である子の３人世帯の粗い試算
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重度心身障害者医療費助成制度

• 都道府県、市町村によって、対象となる障害の程度や、助成の内容
も異なっています。障害の程度としては、身体障害者手帳1級・2級
及び内部障害3級、療育手帳A、特別児童扶養手当1級受給資格者
などが対象となっている場合が多いです。

• 大津市では医療機関等にかかったときの医療費のうち、保険診療
の自己負担分の一部または全部を助成します。本人、配偶者、扶養
義務者(世帯の直系親族および兄弟姉妹、本人を税または保険の扶
養に取られている方)のそれぞれが住民税非課税の場合は、自己負
担分が無料になります。





障害者手帳の申請

心身のどこに障害があり、それがどのくらいの機能制限を受けている
のかを証明するのが障害者手帳です。手帳は3種類あります。

①身体障碍者手帳

②療育手帳

③精神保健福祉手帳

また、平成25年に障害者総合支援法が施行され、難病等に罹患して
いる方々も障害者の範囲に加えられ（同様の支援対象とされ）、それ
により、厚生労働省の定める難病に罹患していて、かつ、必要性のあ
る方が、上記の障害者手帳を所持していなくても生活支援のための
福祉サービスを利用できるようになりました。









重症心身障害の判定

・18歳未満の方で対象になる方（主に療育手帳Aと身障手帳1級～2級
の両方を持っている方）の場合は、市町に申請をします。

・18歳以上で重心判定を取る場合も市町に申請をします。但し、判定
を取るためには18歳未満発症したことが明らかな疾患（筋ジス等）に
より18歳以降に重心の状態像になった方など限定されます。

→知的障害の方で18歳以降に病気や事故になった方は対象になりま
せん。



重心判定が利用に必要なサービスや加算

・療養介護（びわこ学園、紫香楽病院）

・医療型障害児施設（びわこ学園、紫香楽病院）

・医療型短期入所（びわこ学園、紫香楽病院）

・放課後等支援デイサービス・重心型

・日中一時支援の重度加算（大津市の場合）

・重心型ホームへの加算

・重度障害者地域包括支援支援事業

→各市町の支給決定基準で重心の場合は基準設定が高くなっている
場合もあり。



補装具及び日常生活用具の給付

①補装具費 身体に障害のある人の日常生活や社会生活の向上を
図るために、身体機能を補完又は代替するものとして、 義肢、装具、
車椅子、盲人安全つえ、補聴器等の補装具の購入又は修理に要した
費用の一部について公費を 支給する。

（障害者、障害児の保護者が市町村に申請→身体障害者更生相談
所等 の判定又は意見に基づく市町村長の決定により、補装具費の
支給を受ける。）

②日常生活用具の給付（貸与）

障害者等の日常生活上の便宜を図るため の用具の給付又は貸与を
行う。(例 電気式 たん吸引器等の「在宅療養等支援用具」や 特殊寝
台等の「介護・訓練支援用具」等



１．制度の概要
障害者が日常生活を送る上で必要な移動等の確保や、就労場面における効率の向上を図ること及

び障害児が将来、社会人として独立自活するための素地を育成助⾧することを目的として、身体機
能を補完又は代替し、かつ、⾧期間にわたり継続して使用される用具（別紙「補装具種目一覧」を
参照）について、同一の月に購入又は修理に要した費用の額（基準額）を合計した額から、当該補
装具費支給対象者等の家計の負担能力その他の事情をしん酌して政令で定める額（政令で定める額
が基準額を合計した額の百分の十を超えるときは、基準額に百分の十を乗じた額）を控除して得た
額（補装具費）を支給する。

※政令で定める額…市町村民税世帯非課税者以外の者:37,200円、市町村民税世帯非課税者:0円

２．対象者 補装具を必要とする障害者、障害児、難病患者等
※ 難病患者等については、特殊の疾病告示に定める疾病に限る

３．実施主体 市町村

４．申請方法等
障害者（障害児の場合は扶養義務者）が市町村⾧に申請し、身体障害者更生相談所等の判定又は

意見に基づく市町村⾧の決定により、補装具費の支給を受ける。

補装具費支給制度の概要
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５．費用負担
⑴公費負担

補装具の購入又は修理に要した費用の額（基準額）から利用者負担額（原則１割）を除した額
を補装具費とし、この補装具費について以下の割合により負担。
負担割合 （国:５０／１００、 都道府県:２５／１００、 市町村:２５／１００）

⑵利用者負担
所得に応じ、以下の負担上限月額を設定。

〈所得区分及び負担上限月額〉

• ただし、障害者本人又は世帯員のいずれかが一定所得以上の場合（本人又は世帯員のうち市町村民税所得割
の最多納税者の納税額が４６万円以上の場合）には補装具費の支給対象外とする。

• 生活保護への移行防止措置あり

参 考
１．補装具の種目
［身体障害者・身体障害児共通］

義肢 装具 座位保持装置 盲人安全つえ 義眼眼鏡 補聴器 車椅子 電動車椅子 歩行器
歩行補助つえ（Ｔ字状・棒状のものを除く）重度障害者用意思伝達装置

［身体障害児のみ］
座位保持椅子 起立保持具 頭部保持具 排便補助具

２．創設年度 平成１８年１０月施行
※ 障害者自立支援法施行に伴い、身体障害者福祉法及び児童福祉法に基づく補装具給付制度を一

元化し、補装具費支給制度としたもの。
[身体障害者福祉法] 昭和２５年度 [児童福祉法] 昭和２６年度

・ 支給根拠 障害者総合支援法 第７６条第１項
・ 国の負担根拠 障害者総合支援法 第９５条第１項第２号

生活保護 生活保護世帯に属する者 ０円
低所得 市町村民税非課税世帯 ０円
一 般 市町村民税課税世帯 ３７，２００円
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小児慢性特定疾病児童日常生活用具
給付事業
• 日常生活を営むのに著しく支障のある在宅の小児慢性特定疾病児

童等に対し、日常生活の便宜を図ることを目的として、用具を給付し
ている自治体もあります。

• 対象者：小児慢性特定疾病医療受給者証をお持ちで、対象となる
種目毎の対象者欄の要件に該当する方

• 申請先：お住まいの市町村（特別区を含む）

• 自己負担：世帯の所得に応じて自己負担があります。



《介護給付に基づく利用》

身体介護 自宅内でのご本人の入浴、トイレ、

食事、更衣等の日常生活における

身体面の介助をします。2人介助

での利用や訪問看護との併用利用

も可能です。

通院等介助ご本人の定期通院へのお手伝いを

します。

公的制度によるヘルパー利用



○対象者

○主な人員配置○サービス内容

○報酬単価（平成27年4月～）

○事業所数 19,740（国保連平成29年1月実績）

■ 障害支援区分１以上の障害者等（身体障害、知的障害、精神障害）

居宅における

■ 入浴、排せつ及び食事等の介護
■ 調理、洗濯及び掃除等の家事
■ 生活等に関する相談及び助言
■ その他生活全般にわたる援助

※通院等介助や通院等乗降介助も含む。

■ サービス提供責任者：常勤ヘルパーのうち１名以上
・介護福祉士、実務者研修修了者 等
・居宅介護職員初任者研修修了者等であって３年以上の実務
経験がある者

■ ヘルパー：常勤換算２．５人以上
・介護福祉士、介護職員基礎研修修了者、
居宅介護職員初任者研修修了者 等

■基本報酬

身体介護中心、通院等介助（身体介護有り）
245単位（30分）～804単位（3時間）
3時間以降、30分を増す毎に80単位加算

家事援助中心
101単位（30分）～

264単位（1.5時間）
1.5時間以降、15分を増す毎に
34単位加算

通院等介助（身体介護なし）
101単位（30分）～

264単位（1.5時間）
1.5時間以降、30分を増す毎に
67単位加算

通院等乗降介助
1回97単位

■主な加算

特定事業所加算(5％、10％又は20％加算)
→①サービス提供体制の整備、②良質な人材の
確保、③重度 障害者への対応に積極的に取り
組む事業所のサービスを評価

福祉専門職員等連携加算(90日間
３回を限度として１回につき564単
位加算)
→ サービス提供責任者と精神障害者
等の特性に精通する国家資格を有す
る者が連携し、利用者の心身の状況
等の評価を共同して行うことを評価

喀痰吸引等支援体制加算（１日当たり100単
位加算）
→特定事業所加算（20％加算）の算定が困難な事
業所に対して、喀痰の吸引等が必要な者に対する
支援体制を評価

居宅介護

○利用者数 167,526（国保連平成29年1月実績）
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短期入所の利用

①概要

【対象者】日常生活において介助が必要な在宅の障がい児

【内 容】在宅の障がい児を介護している家族の方が、病気などにより家庭
での介護が困難になった場合に、一時的に障がい児施設などで夜間も含
めて入浴、排せつ、食事の介護等を行います。

【負 担】原則として費用の１割、食費等の実費

②利用できる短期入所の事業所

・びわこ学園医療福祉センター草津

・びわこ学園医療福祉センター野洲

・紫香楽病院



短期入所
居宅においてその介護を行う者の疾病その他の理由により、障害者支援施設等への短期間の入所が必要な者
■ 福祉型（障害者支援施設等において実施可能）

・障害支援区分１以上である障害者
・障害児の障害の程度に応じて厚生労働大臣が定める区分における区分１以上に該当する障害児

■ 医療型（病院、診療所、介護老人保健施設において実施可能）（※）
※ 病院、診療所については、法人格を有さない医療機関を含む。また、宿泊を伴わない場合は無床診療所も実施可能。

・遷延性意識障害児・者、筋萎縮性側索硬化症等の運動ニューロン疾患の分類に属する疾患を有する者及び
重症心身障害児・者等

○対象者

○サービス内容 ○主な人員配置
■ 当該施設に短期間の入所をさせ、入浴、排せつ及び食事の介

護その他の必要な支援を行う
■ 本体施設の利用者とみなした上で、本体施設として必要とされ

る以上の職員を配置し、これに応じた報酬単価を設定

■ 併設型・空床型
本体施設の配置基準に準じる

■ 単独型
当該利用日の利用者数に対し６人につき１人

○報酬単価（平成27年4月～）

○事業所数 4,325（うち福祉型：4,012 医療型：313）（国保連平成29年1月実績）

■基本報酬

福祉型短期入所サービス費(Ⅰ)～(Ⅳ)
→障害者(児)について、障害支援区分に
応じた単位の設定

166単位～892単位

医療型短期入所サービス費(Ⅰ)～(Ⅲ)
(宿泊を伴う場合)
→区分６の気管切開を伴う人工呼吸器 による呼
吸管理を行っている者、重症心身障害児・者等
に対し、支援を行う場合

1,404単位～2,609単位

医療型特定短期入所サービス費
(Ⅰ)～(Ⅲ)(宿泊を伴わない場合)
(Ⅳ)～(Ⅵ)(宿泊のみの場合)
→左記と同様の対象者に対し支援を行う場合

936単位～2,489単位

■主な加算

単独型加算（320 単位）
→併設型・空床型ではない指定短期入所事
業所にて、指定短期入所を行った場合

緊急短期入所体制確保加算（40単位）
緊急短期入所受入加算（福祉型120単位、医療型
180単位）
→空床の確保や緊急時の受入れを行った場合

特別重度支援加算（120単位／388単位）
→医療ニーズの高い障害児・者に対しサービスを
提供した場合

○利用者数 45,073（国保連平成29年1月実績）
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福祉サービスの利用者負担に関して
（児童）

55

（注１）収入が概ね890万円以下の世帯が対象になります。

 

市民税課税世帯 
一般２(所得割 28 万円以上) 37,200 円 

一般１(所得割 28 万円未満) 4,600 円 

市民税非課税世帯 
低所得２(年収 80 万円超) 0 円 

低所得１(年収 80 万円以下) 0 円 

生活保護世帯 0 円 

障害児が障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス及び補装具、児童福祉法に基づ
く障害児通所支援及び障害児入所支援のうちいずれか２以上のサービスを利用している
場合は、利用者負担額の合算が、それぞれのいずれか高い額を超えた部分について、高
額障害福祉サービス等給付費等が支給されます（償還払い）。

・世帯に障害児が複数いる場合、合算した負担額が一人分の負担額と同様になるように
軽減します。



市町村は、必要と認められる場合として省令で定める場合には、指定を受けた特定相談支援事業者が作成
するサービス等利用計画案の提出を求め、これを勘案して支給決定を行う。

＊ 上記の計画案に代えて、指定特定相談支援事業者以外の者が作成する計画案（セルフプラン）を提出可。

＊ サービス等利用計画作成対象者を拡大する。

支給決定時のサービス等利用計画の作成、及び支給決定後のサービス等利用計画の見直し（モニタリング）
について、計画相談支援給付費を支給する。

障害児についても、新たに児童福祉法に基づき、市町村が指定する指定障害児相談支援事業者が、通所
サービスの利用に係る障害児支援利用計画（障害者のサービス等利用計画に相当）を作成する。

＊ 障害児の居宅介護等の居宅サービスについては、障害者自立支援法に基づき、「指定特定相談支援事業者」がサービス

等利用計画を作成。（障害児に係る計画は、同一事業者が一体的（通所・居宅）に作成）

支給決定プロセスについて
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等
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サービス等利用計画については、平成27年度からは市町村が支給決定を行うに際し、
全ての利用者を対象とする。
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障害児相談支援事業所
名称 住所 電話番号

(やまびこ総合支援センター内)生活支援センター 大津市馬場二丁目13-50 077-527-0494

地域生活サポートセンターじゅぷ 大津市一里山二丁目2-8 077-548-3511

障がい児者相談センターみゅう 大津市大将軍三丁目8-8 077-543-2567

相談支援事業所ひびき 大津市唐崎三丁目1-15 077-578-5720

木戸障害者相談支援センター 大津市木戸709 077-592-8022

（やまびこ総合支援センター内）やまびこ相談支援事業所 大津市馬場二丁目13-50 077-527-0467

ブリッジ 大津市真野二丁目27-1 077-575-7858

ひなた 大津市中庄二丁目2-11 077-525-9520

相談支援センターすまいる・らふ 大津市大萱四丁目3-7 077-545-2525

彩葉ケアサポート 大津市清和町20-8 050-3786-9027

Quocare 大津市晴嵐一丁目3-21 077-535-5852

ここ・ステップ 大津市和邇高城22-4 077-594-0530



経済面の手当等

①特別児童扶養手当

• 20歳未満で精神又は身体に障害を有する児童を家庭で監護、養育
している父母等に支給する。

＊１級 52,200円 2級 34,770円
②障害児福祉手当

• 精神又は身体に重度の障害を有するため、日常生活において常時
の介護を必要とする状態にある在宅の20 歳未満の者に支給する。

14,790円





②幼児期

１)次子出産・育児問題関連

２）母の就労・社会参加関連

３）療育機関、地域の幼稚園・保育園利用開始

４）就学に向けて（学校選択、通学籍ｏｒ訪問籍）

支援者育成研修テキストより



②幼児期に必要な資源や制度
①医療

・日常のかかりつけ医（訪問診療）、外来医療、入院医療、訪問看護、公的医療制度

②障害福祉

・障害者手帳

・補装具、日常生活用具

・短期入所（医療型）

・居宅介護

③児童福祉

・児童発達支援（居宅訪問型児童発達支援）、保育所等訪問支援

・保育園

・医療型障害児入所施設

④手当

・特別児童扶養手当、障害児福祉手当



②乳幼児期の支援の課題

・地域における医療機関の不足。

・レスパイトケアのできる場所の不足。

・東部の児童発達支援で重心児を受け入れられていない。

・在宅で生活で利用できる障害福祉サービスの不足。

・入浴支援

・緊急時の対応

・災害時の避難
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障害児支援の基本理念

（１）障害のある子ども本人の最善の利益保障

児童福祉法第２条第１項「全て国民は、児童が良好な環境において生まれ、か
つ、社会のあらゆる分野において、児童の年齢及び発達の程度に応じて、その意
見が尊重され、その最善の利益が優先して考慮され、心身ともに健やかに育成
されるよう努めなければならない。」と規定。障害のある子どもの支援を行うに当
たっては、その気づきの段階から、障害の種別にかかわらず、子ども本人の意思
を尊重し、子ども本人の最善の利益を考慮することが必要である。

（２）地域社会への参加・包容（インクルージョン）の推進と

合理的配慮

障害のある子どもの支援に当たっては、子ども一人一人の障害の状態及び発
達の過程・特性等に応じ、合理的な配慮が求められる。また、障害の有無にかか
わらず、全ての子どもが共に成長できるようにしていくことが必要である。障害の
ある子どもへの支援に当たっては、移行支援を含め、可能な限り、地域の保育、
教育等の支援を受けられるようにしていくとともに、同年代の子どもとの仲間作り
を図っていくことが求められる。

63 児童発達支援ガイドラインより引用

（参考資料）



障害児支援の基本理念

（３）家族支援の重視

障害のある子どもへの支援を進めるに当たっては、障害のある子どもを育てる
家族への支援が重要である。障害のある子どもに対する各種の支援自体が、家
族への支援の意味を持つものであるが、子どもを育てる家族に対して、障害の特
性や発達の各段階に応じて子どもの「育ち」や「暮らし」を安定させることを基本に
置いて丁寧な支援を行うことにより、子ども本人にも良い影響を与えることが期
待できる。

（４）障害のある子どもの地域社会への参加・包容（インク

ルージョン）を子育て支援において推進するための後方

支援としての専門的役割

障害のない子どもを含めた集団の中での育ちをできるだけ保障する視点が求め
られる。このため、保育所等訪問支援等を積極的に活用し、子育て支援における
育ちの場において、障害のある子どもの支援に協力できるような体制づくりを進
めていくことが必要である。また、子どものライフステージに沿って、地域の保健、
医療、障害福祉、保育、教育、就労支援等の関係機関が連携を図り、切れ目の
無い一貫した支援を提供する体制の構築を図る必要がある。

64 児童発達支援ガイドラインより引用

（参考資料）



児童発達支援

• 小学校就学前の6歳までの障害のある子どもが主に通い、支援を受
けるための施設です。日常生活の自立支援や機能訓練を行ったり、
保育園や幼稚園のように遊びや学びの場を提供したりといった障害
児への支援を目的にしています。

• 対象児童は身体に障害のある児童、知的障害のある児童又は精神
に障害のある児童（発達障害児を含む）。また手帳の有無は問わず、
児童相談所、市町村保健センター、医師等により療育の必要性が認
められた児童も対象





児童発達支援

■基本報酬
■ 児童発達支援センター（利用定員に応じた単位を設定） ■ 児童発達支援センター以外（利用定員に応じた単位を設定）

・難聴児・重症心身障害児以外 737～976単位 ・重症心身障害児以外 364～620単位
・難聴児 900～1,220単位 ・重症心身障害児 699～1,608単位
・重症心身障害児 798～1,152単位

■主な加算
児童指導員等配置加算（６～１２単位）
→ 児童指導員、保育士の有資格者等を配置した場
合に加算。

※児童発達支援センター及び主として重症心身障
害児を通わせる事業所を除く。

延長支援加算
障害児（重症心身障害児以外の場合）
（61～123単位）
重症心身障害児の場合（128～256単位）

→ 営業時間が8時間以上であり、営業時間
の前後の時間において支援を行った場合に
加算。

事業所内相談支援加算（35単位）
→ 事業所内での障害児とその家族等に対
する相談援助を行った場合に加算（月１回
を限度）。

○対象者

■ 療育の観点から集団療育及び個別療育を行う必要があると認められる未就学の障害児。

○主な人員配置○サービス内容

■ 日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団
生活への適応訓練、その他必要な支援を行う。

■ 児童発達支援センター
・児童指導員及び保育士 4:1以上
・児童指導員 1人以上
・保育士 1人以上
・児童発達支援管理責任者 1人以上

■ 児童発達支援センター以外
・指導員又は保育士 10:2以上
・児童発達支援管理責任者 1人以上

○報酬単価（平成27年4月～）

○事業所数 4,725（国保連平成29年1月実績） ○利用者数 91,485（国保連平成29年1月実績） 67



医療型児童発達支援

■基本報酬
■ 医療型児童発達支援センター ■ 指定発達支援医療機関

・肢体不自由児 333単位 ・肢体不自由児 333単位
・重症心身障害児 445単位 ・重症心身障害児 445単位

■主な加算
保育職員加配加算（50単位）
→ 定員21人以上の医療型児童発達支援事業所にお
いて、児童指導員又は保育士を加配した場合に加算。

延長支援加算
障害児（重症心身障害児以外の場合）
（61～123単位）
重症心身障害児の場合（128～256単位）

→ 営業時間が8時間以上であり、営業時間
の前後の時間において支援を行った場合に
加算。

事業所内相談支援加算（35単位）
→ 事業所内での障害児とその家族等に対
する相談援助を行った場合に加算（月１回
を限度）。

○対象者

■ 肢体不自由があり、理学療法等の機能訓練又は医学的管理下での支援が必要と認められた障害児。

○主な人員配置○サービス内容

■ 日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団
生活への適応訓練、その他必要な支援及び治療を行う。

■ 児童指導員 1人以上
■ 保育士 1人以上
■ 看護師 １人以上
■ 理学療法士又は作業療法士 １人以上
■ 児童発達支援管理責任者 1人以上

○報酬単価（平成27年4月～）

○事業所数 98（国保連平成29年1月実績） ○利用者数 2,512（国保連平成29年1月実績）
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・在宅の障害児の発達支援の機会の確保
・訪問支援から通所支援への社会生活の移行を推進

訪問教育

訪問診療・訪問看護

居宅訪問型保育

居宅訪問型
児童発達支援（新設）

居宅

児童発達支援センター 等
○ 重症心身障害児などの重度の障害児等であって、児童発

達支援等の障害児通所支援を受けるために外出することが
著しく困難な障害児

対象者

○ 障害児の居宅を訪問し、日常生活における基本的な動作

の指導、知識技能の付与等の支援を実施

【具体的な支援内容の例】

・手先の感覚と脳の認識のずれを埋めるための活動

・絵カードや写真を利用した言葉の理解のための活動

支援内容

○ 障害児支援については、一般的には複数の児童が集まる通所による支援が成長にとって望ましいと考えられるため、これまで通

所支援の充実を図ってきたが、現状では、重度の障害等のために外出が著しく困難な障害児に発達支援を受ける機会が提供さ

れていない。

○ このため、重度の障害等の状態にある障害児であって、障害児通所支援を利用するために外出することが著しく困難な障害児

に発達支援が提供できるよう、障害児の居宅を訪問して発達支援を行うサービスを新たに創設する（「居宅訪問型児童発達支

援」）。

「居宅訪問型児童発達支援」の報酬の設定

居宅訪問型児童発達支援給付費(１日につき) 988単位

基本報酬
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利用できる児童発達支援

• やまびこ園・やまびこ教室（児童発達支援センター）

• わくわく教室（児童発達支援）

• ちょこらんど（児童発達支援）・草津市

• 滋賀県小児保健医療センター療育部（児童発達支援センター）・守山市





医療的ケア児と保育園及び幼稚園の利用

• みずほ情報総研株式会社が平成２７年度障害者支援状況等調査研
究事業として実施した「在宅医療ケアが必要な子どもに関する調査」
によれば，０歳～５歳の医療的ケア児のうち，２０１５年５月から７月
までの間に 保育所又は幼稚園等を利用できていたのは約２割の児
童にとどまり，そのう ち，毎日保育所又は幼稚園等を利用できてい
たのは半数に満たない。

• 未就学 児童全体で見ると，２０１３年時点で，０～２歳児のうち約３割，
３～５歳 児の９割以上は保育所や幼稚園等の教育・保育施設を利
用していることに照 らせば ，医療的ケア児の利用率が有意的に低
いことが見て取れる。

医療的ケアを要する子どもの保育及び教育に関する意見書

２０１８年（平成３０年）９月２１日 日本弁護士連合会







③学齢期

１）生活時間の大きなウェイトを占める学校（特別支援学校等）や放課
後等デイサービス

２）学校問題

通学＜保護者付添＞・訪問教育・通学手段・副籍等

３）きょうだい支援

４）５年後、１０年後先の姿を思い描き（疾患、障害特性から予後等を
踏まえ）、そこに向けてのイメージ作り、必要な支援。

中長期的なマネージメント。

支援者育成研修テキストより



③学齢期に必要な資源や制度
①医療

・日常のかかりつけ医（訪問診療）、外来医療、入院医療、訪問看護、公的医療制度

②教育

・地域の小中学校、特別支援学校（訪問教育）

③障害福祉

＊社会参加

・移動支援

＊家族と暮らす（介護負担の軽減）

・居宅介護（身体介護、通院等介助）、訪問入浴

・短期入所（医療型）

④児童福祉

・放課後等デイサービス、保育所等訪問支援、児童クラブ

・医療型障害児入所施設

⑤手当

・特別児童扶養手当、障害児福祉手当



③学齢期の支援の課題

• ①通学支援：医療的ケアが必要になるとスクールバスに乗れず、家族が通学の支援をする必要
がある。

• ②放課後支援：医療的ケアが必要な方が利用できる放課後支援の施設は市内に1か所のみし
かなく、利用したくてもなかなかできない。

• ③入浴支援：週3回の訪問入浴を利用している方が多いが、必要な回数入浴できる機会が欲し
い。また、自宅以外の場所で入浴できる選択肢も欲しい。

• ④ヘルプの利用：大津市の場合、喀痰吸引できるヘルパーのいるヘルプ事業所が少ない。移動
支援や通院等介助も利用したいが、医療的ケアがあるとほとんど利用できない。家族が用事が
ある時にヘルプを希望する時はやまびこ支援センター内の生活支援センターにおける看護師に
よるヘルパーしか選択肢がない。

• ⑤進路先の確保：利用できる生活介護事業所が少ない。また、乳幼児部会においても医療的ケ
ア・重症児の療育の受け皿体制整備と併せて、家族のレスパイト、保護者のつながり、兄弟へ
の支援等の課題も上がっている。



学齢期の支援

訪問看護
訪問支援

プラス面もあるがマイナス面も大きい

学校教育
学校での適切な
医療的配慮対応

ﾚｽﾊﾟｲﾄ
ｼｮｰﾄｽﾃ
ｲ

医療ニーズの
増加

成長による体の変化

放課後ﾃﾞ
ｲｻｰﾋﾞｽ

母親の不調
（更年期など）

父親の職場での
責任の増加

１

体格の増大

筋緊張亢進

側彎・胸郭変形

四肢拘縮

呼吸障害の発生・悪化

嚥下機能の低下→誤嚥

胃食道逆流の発生・悪化

介護負担の
増加

＜支援＞

学校・デイサービスなどで
の医療的ケア

厚生労働省 重症心身障害児者等支援者育成研修テキストより



医療的ケア児と学校の利用
• 公立特別支援学校に在籍している医療的ケア児は２０ １７年５月１日時点

で８２１８名（通学生，訪問教育の合計）であるのに対 して，地域の小・中
学校には８５８名しかおらず（文部科学省資料「平成２ ９年度特別支援学
校等の医療的ケアに関する調査結果について」），医療的ケ ア児の多く
が，地域の子どもとの交流ができていない。 また，特別支援学校に通う子
どもの中でも，人工呼吸器をつけている場合 などは，スクールバスに乗る
ことができずに，登下校や学校生活において保護者が付き添わないと特
別支援学校にさえ通えない状況である。

• 医療的ケア 児のうち特別支援学校にさえ通えず，訪問教育を受けている
子どもは８２１８名のうち２１５７名もおり，この中には，合理的配慮さえ受
けられれば通 学できるにもかかわらず，国や地方公共団体又は学校側
の事情で訪問教育を 受けざるを得ない子どもも相当数含まれている。

医療的ケアを要する子どもの保育及び教育に関する意見書
２０１８年（平成３０年）９月２１日 日本弁護士連合会

















医療的ケアを必要とする幼児児童生徒の保
護者等の付添いに関する実態調査

• 文部科学省において、公立特別支援学校における医療的ケアを
必要とする幼児児童生徒の学校生活及び登下校における保護者等
の付添いに関する実態調査を実施

• 医療的ケアを必要とする幼児児童生徒数 日常的に経管栄養やたん
の吸引等の医療的ケアを受けている者は、8,116名 うち本人が入院
する病院に併置する特別支援学校に通学している者（569名）及び
訪問教育を受けている者（2,190名）を除く通学生5,357名の付添い
の実態を調査。



医療的ケアを必要とする幼児児童生徒の保
護者等の付添いに関する実態調査

• （２）学校生活及び登下校における保護者等（付添介助者を含む。）
の付添い人数

• ①学校生活及び登下校の双方において保護者等が付添っている人
数 809名

• ②学校生活のみ保護者等が付添っている人数 17名

• ③登下校のみ保護者等が付添っている人数 2,697名

• ④学校生活及び登下校の双方において保護者等が付添っていな
い人数 1,834名 通学生5,357名のうち保護者等が付添っている人数
3,523名（65.8%）







○事業の概要

・ 学校通学中の障害児に対して、放課後や夏休み等の長期休暇中において、生活能力向上の
ための訓練等を継続的に提供することにより、学校教育と相まって障害児の自立を促進するとと
もに、放課後等の居場所づくりを推進。

○対象児童
学校教育法に規定する学校（幼稚園、大学を除く）に就学している障害児

（＊引き続き、放課後等デイサービスを受けなければその福祉を損なうおそれが
あると認めるときは満２０歳に達するまで利用することが可能）

○利用定員

１０人以上

放課後等デイサービス
事業所

Ｃ中学校
Ｂ小学校

◆ 学校授業終了後又は休業日において、生活
能力の向上のために必要な訓練、社会との交
流の促進等

①自立した日常生活を営むために必要な訓練
②創作的活動、作業活動
③地域交流の機会の提供

④余暇の提供

◆ 学校との連携・協働による支援（学校と放課後
等デイサービスのサービスの一貫性）

○提供するサービス

◎放課後利用

◎夏休み等の長期休暇利用
・ 午前・午後クラスなど、プロ

グラムの工夫

◎学校と事業所間の送迎

Ｄ特別支援学校
Ａ特別支援学校

障害児支援の体系③～放課後等デイサービス～



放課後等デイサービス

■基本報酬
■ 授業終了後（利用定員に応じた単位を設定） ■ 休業日（利用定員に応じた単位を設定）

・重症心身障害児以外 276～473単位 ・重症心身障害児以外 359～611単位
・重症心身障害児 577～1,329単位 ・重症心身障害児 699～1,608単位

■主な加算
児童指導員等配置加算
授業終了後に行う場合（4～9単位）
休業日に行う場合（6～12単位）

→ 児童指導員、保育士の有資格者等を配置した場
合に加算。

※主として重症心身障害児を通わせる事業所を除
く。

延長支援加算
障害児（重症心身障害児以外の場合）
（61～123単位）
重症心身障害児の場合（128～256単位）

→ 営業時間が8時間以上であり、営業時間
の前後の時間において支援を行った場合に
加算。

事業所内相談支援加算（35単位）
→ 事業所内での障害児とその家族等に対
する相談援助を行った場合に加算（月１回
を限度）。

○対象者

■ 学校教育法第1条に規定している学校（幼稚園及び大学を除く。）に就学しており、授業の終了後又は休業日に支援が必要と認められた障害児。

○主な人員配置○サービス内容

■ 授業の終了後又は学校の休業日に、児童発達支援センター等の
施設に通わせ、生活能力向上のために必要な訓練、社会との交流の
促進その他必要な支援を行う。

■ 児童指導員、保育士又は障害福祉サービス経験者 10:2以上
※うち半数以上は児童指導員又は保育士

■ 児童発達支援管理責任者 1人以上
■ 管理者

○報酬単価（平成27年4月～）

○事業所数 9,842（国保連平成29年1月実績） ○利用者数 146,025（国保連平成29年1月実績）
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余暇支援の障害福祉サービス

• 移動支援：障害者（児）の社会的不可欠な外出及び余暇活動等の社
会参加のための外出時の移動をヘルパーが支援します。但し、経済
活動や通学、通所等の通年にわたる定例的な外出は対象外です。

• 日中一時支援：障害者（児）の介護を行う者の一時的休息や就労支
援などのために、日中において一時的な障害者（児）の活動の場を
提供します。



入浴支援の方法

・入浴に介助が必要な人の支援として以下の３つの方法がある。

①自宅における入浴（居宅介護・訪問看護を利用）

②自宅における入浴

（訪問入浴＜簡易浴槽等の持ち込み＞を利用）

③施設等にある浴槽等を利用した入浴。



自宅浴槽での入浴が困難な人に対する大津市でのサービス

サービス名 事業所数 利用回数 料金

心身障害者訪問入浴サービス
（地域生活支援事業）

5箇所 週２回 500円

心身障害者施設入浴サービス
（大津市単独事業）

0箇所 月２回 500円

障害者入浴支援サービス
（大津市単独事業）
ひまわりはうすで実施

1箇所 週１回 500円

生活介護（介護給付） 3箇所 週１回～ 生活介護の利用
料に含まれる

施設にある機械浴槽等を借りて身体介護又は
重度訪問介護でヘルパーが入浴支援を実施
（介護給付）

6箇所 計画に基づ
く回数

施設への利用料
とヘルプの利用
料が必要





④成人期

１）生活介護事業所等との連携

２）サービス利用への抵抗感がある本人および保護者へのアプローチ

３）加齢による変化に伴うサービス利用変更や新規サービス利用

４）介護者（家族）の高齢化

５）成年後見制度

６）親亡き後



④成人期に必要な資源や制度
①医療

・日常のかかりつけ医（訪問診療）、外来医療、入院医療、訪問看護、公的医療制度

②障害福祉

＊社会参加

・生活介護

・移動支援

＊家族と暮らす（介護負担の軽減）

・居宅介護（身体介護、通院等介助）、訪問入浴

・短期入所（医療型）、日中一時支援

＊家族と離れて暮らす

・共同生活援助、療養介護

③手当

・障害基礎年金、特別障碍者手当、・生活保護

④権利擁護

・成年後見制度



通所施設の役割

•１．日常生活の基盤を支える機能

・日常生活を維持し安定を図る

・通院や買い物の付き添い等、外出を支援

・見守り、相談援助、危機介入等

•２．地域での生活の質の向上のための機能

・生活環境改善・維持

・自分らしい生活スタイルを維持するための支援

３．社会活動、自己実現のための活動参加への支援の機能

・社会活動参加に関する情報収集、相談等

・ボランティアとの連携、関係作り

・活動場面での付き添い支援等

•４．育成・訓練ニーズに対する支援の機能（開発的機能）

・家族関係の調整、地域との関係作り

・他の専門職、専門機関との連絡調整 99



市内の重症児者に日中通う先の整備の経過
（重心の状態像の方が利用者の中心の生活介護）

• 平成6年（1994）モデル事業の大津通所すみれはうすが草津養護学校内に開所（大津
市の委託）。

• 平成8年（1996）すみれはうす・さかもとが開所。

• 草津養護学校から瀬田に移転（すみれはうす・せた）

• 平成12年（2000）さくらはうす開所。すみれはうすをやまびこ生活支援センターに統合。
定員40人

→定員60人（うち重心の受け入れ数は26人）

• 平成17年（2005）すみれはうすさかもと再開

• 平成18年（2006）大津南部通園（ピアーズ）が草津通園に併設。定員12人→20人（大
津市分は10人）

• 平成20年（2008）すみれはうすはディセンターすみれとして現在の場所に移転新築
（法人運営） 定員25人→定員20人

• 平成25年（2013）ディセンター楓開設 定員25人→定員20人

• その他、まちかどプロジェクト、ぽかぽか、あおぞらで1人～数人の重心者の受け止め。



地域や入所施設において、安定した生活を営むため、常時介護等の支援が必要な者
① 障害支援区分が区分３(障害者支援施設等に入所する場合は区分４)以上である者

② 年齢が５０歳以上の場合は、障害支援区分が区分２(障害者支援施設等に入所する場合は区分３)以上である者

○対象者
生活介護

主として昼間において、入浴、排せつ及び食事等の介護
や、日常生活上の支援、生産活動の機会等の提供

○サービス内容

利用者の障害程度に応じて、相応しいサービスの提供体制が確保さ
れるよう、利用者の平均障害支援区分等に応じた人員配置の基準を
設定

■ サービス管理責任者
■ 生活支援員等 ６：１～３：１

○主な人員配置

○報酬単価（平成27年4月～）

■基本報酬

基本単位数は、事業者ごとに利用者の①利用定員の合計数及び②障害支援区分に応じ所定単位数を算定。

■ 定員２１人以上４０人以下の場合

（区分６） （区分５） （区分４） （区分３） （区分２以下）※未判定の者を含む
1,139単位 851単位 599単位 539単位 491単位

■主な加算

人員配置体制加算（33～265単位）
→直接処遇職員を加配(1.7:1～2.5:1)した
事業所に加算
※ 指定生活介護事業所は区分５・６・準ずる

者が一定の割合を満たす必要

訪問支援特別加算（187～280単位）
→連続した5日間以上利用がない利用者に対し、
居宅を訪問して相談援助等を行った場合
(１月に2回まで加算)

延長支援加算（61～92単位）
→営業時間である８時間を超えてサービス
を提供した場合（通所による利用者に限
る）

○事業所数 9,583（国保連平成29年1月実績） ○利用者数 270,396（国保連平成29年1月実績）

101



■ １５％加算対象者…重度訪問介護の対象者（一）に該当する者であって、重度障害者等包括支援の対象者の要件に該当する者（障害支援区分６）

類 型 状態像

重度訪問介護の対象であって、四肢すべてに麻
痺等があり、寝たきり状態にある障害者のうち、右
のいずれかに該当する者

人工呼吸器による呼吸管理を行っている身体障害者

（Ⅰ類型）

・筋ジストロフィー ・脊椎損傷

・ＡＬＳ ・遷延性意識障害 等

最重度知的障害者 （Ⅱ類型） ・重症心身障害者 等

障害支援区分の認定調査項目のうち行動関連項目等（１２項目）の合計点数が１０点以上である者（Ⅲ類型） ・強度行動障害 等

重度訪問介護
○対象者

■ 重度の肢体不自由者又は重度の知的障害若しくは精神障害により行動上著しい困難を有する者であって、常時介護を要する障害者
→ 障害支援区分４以上に該当し、次の（一）又は（二）のいずれかに該当する者

（一） 二肢以上に麻痺等がある者であって、障害支援区分の認定調査項目のうち「歩行」、「移乗」、「排尿」、「排便」のいずれもが「支援が不要」以外に認定されて
いる者

（二） 障害支援区分の認定調査項目のうち行動関連項目等（１２項目）の合計点数が１０点以上である者

居宅における ■ 入浴、排せつ及び食事等の介護
■ 調理、洗濯及び掃除等の家事
■ その他生活全般にわたる援助
■ 外出時における移動中の介護

※ 日常生活に生じる様々な介護の事態に対応するための見守り等の支援を含む。

○サービス内容
■サービス提供責任者：常勤ヘルパーのうち１名以上

・介護福祉士、実務者研修修了者 等
・居宅介護職員初任者研修修了者等であって３年以上の実務経験がある者

■ ヘルパー：常勤換算２．５人以上
・居宅介護に従事可能な者、重度訪問介護従事者養成研修修了者

○主な人員配置

○重度訪問介護加算対象者

■ ８．５％加算対象者…障害支援区分６の者

○報酬単価（平成27年4月～）

○事業所数 7,303（国保連平成29年1月実績）

■基本報酬

183単位（１時間）～1,408単位（８時間） ※８時間を超える場合は、８時間までの単価の９５％を算定

■主な加算

特定事業所加算(10％又は20％加算)
→①サービス提供体制の整備、②良質な人材の確保、
③重度障害者への対応に積極的に取り組む事業所の
サービスを評価

行動障害支援連携加算(30日間１回を限度とし
て１回につき584単位加算)
→サービス提供責任者と支援計画シート等作成者が
連携し、利用者の心身の状況等の評価を共同して行
うことを評価

喀痰吸引等支援体制加算（１日当たり100単位加算）
→特定事業所加算（20％加算）の算定が困難な事業所に
対して、喀痰の吸引等が必要な者に対する支援体制を評価

○利用者数 10,538（国保連平成29年1月実績）

※重度障害者等包括支援対象者
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重度訪問介護の訪問先の拡大

○ 日常的に重度訪問介護を利用している最重度の障害者で
あって、医療機関に入院した者

※障害支援区分６の者を対象とする予定
※通院については現行制度の移動中の支援として、既に対応

訪問先拡大の対象者訪問先拡大の対象者

○ 利用者ごとに異なる特殊な介護方法（例：体位交換）につい
て、医療従事者などに的確に伝達し、適切な対応につなげる。

○ 強い不安や恐怖等による混乱（パニック）を防ぐための本人に
合った環境や生活習慣を医療従事者に伝達し、病室等の環境
調整や対応の改善につなげる。

訪問先での支援内容訪問先での支援内容

重度訪問介護
事業所居宅

利用者にあった
体位交換等が取

られなくなる
⇒体調の悪化

現行の訪問先

重度訪問介護
事業所居宅

改正後の訪問先

医療機関における重度訪問
介護の利用を可能へ

医療機関
（入院）

医療機関
（入院）

○ 四肢の麻痺及び寝たきりの状態にある者等の最重度の障害者が医療機関に入院した時には、重度訪問介護の支援が受けられ

なくなることから以下のような事例があるとの指摘がある。

・体位交換などについて特殊な介護が必要な者に適切な方法が取られにくくなることにより苦痛が生じてしまう

・行動上著しい困難を有する者について、本人の障害特性に応じた支援が行われないことにより、強い不安や恐怖等による混乱（パニック）を起こし、

自傷行為等に至ってしまう

○ このため、最重度の障害者であって重度訪問介護を利用している者に対し、入院中の医療機関においても、利用者の状態など

を熟知しているヘルパーを引き続き利用し、そのニーズを的確に医療従事者に伝達する等の支援を行うことができることとする。
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自宅以外の暮らしの場
①県内の療養介護

・びわこ学園医療福祉センター草津

・びわこ学園医療福祉センター野洲

・紫香楽病院

②県内の施設入所支援

・清湖園

・湖南ホームタウン

③市内の共同生活援助（重心対応可能）

・ケアホームともる

・ぽのハウス

④シェアハウス



療養介護
○対象者

○サービス内容 ○主な人員配置

■ 病院等への長期の入院による医療的ケアに加え、常時の介護を必要とする身体・知的障害者
① 筋萎縮性側索硬化症（ＡＬＳ）患者等気管切開を伴う人工呼吸器による呼吸管理を行っている者であって、

障害支援区分６の者
② 筋ジストロフィー患者又は重症心身障害者であって、障害支援区分５以上の者

■ 平成24年3月31日において現に重症心身障害児施設又は指定医療機関に入院している者であって、
平成24年4月1日以降療養介護を利用する者

■ 病院等への長期入院による医学的管理の下、食事や入浴、
排せつ等の介護や、日常生活上の相談支援等を提供。

■ 利用者の障害程度に応じて、相応しいサービスの提供体制
が確保されるよう、事業者ごとの利用者の平均障害支援区
分に応じた人員配置の基準を設け、これに応じた報酬単価
を設定

■ サービス管理責任者

■ 生活支援員 等 ４：１～２：１以上

○報酬単価（平成27年4月～）
■基本報酬

利用定員及び別に定める人員配置に応じた単位の設定（定員40人以下の場合）
○療養介護サービス費

522単位（4:1）～ 906単位（2:1） ※ 経過措置利用者等については６：１を設定

※ 平成24年3月31日において現に重症心身障害児施設等に入院している者であって、平成24年4月1日以降療養介護を利用
する者については、経過的なサービス費の適用有り

※  医療に要する費用及び食費等については、医療保険より給付

■主な加算

地域移行加算（500単位）
→利用者の退院後の生活についての相談援助を行う場合、退院後３０日以内に当該利用者の居宅にて相談援助を行う場合

それぞれ、入院中１回・退院後１回を限度に算定

○事業所数 246（国保連平成29年1月実績） ○利用者数 19,968（国保連平成29年1月実績） 105



共同生活援助（介護サービス包括型）

○対象者

地域において自立した日常生活を営む上で、相談、入浴、排泄又は食事の介護その他日常生活上の援助を必要とする障害者（身体障害者
にあっては、65歳未満の者又は65歳に達する日の前日までに障害福祉サービス若しくはこれに準ずるものを利用したことがある者に限る。）

○サービス内容 ○主な人員配置
■ 主として夜間において、共同生活を営むべき住居における相談、入浴、排
せつ又は食事の介護その他日常生活上の援助を実施

■ 利用者の就労先又は日中活動サービス等との連絡調整や余暇活動等の
社会生活上の援助を実施

■ サービス管理責任者
■ 世話人 ６：１以上
■ 生活支援員 ２．５：１ ～ ９：１

○報酬単価（平成27年4月～）

○事業所数 5,812（国保連平成29年1月実績）

■基本報酬

世話人４：１・障害支援区分６の場合[６６８単位]

世話人６：１・障害支援区分１以下の場合[１８２単位]

体験利用の場合[６９９単位～２８９単位］

■主な加算

夜間支援体制加算（Ⅰ）・（Ⅱ）・（Ⅲ）
→（Ⅰ）夜勤を配置し、利用者に対して夜間に介護等を行うため
の体制等を確保する場合 672単位～54単位
（Ⅱ）宿直を配置し、利用者に対して夜間に居室の巡回や緊急

時の支援等を行うための体制を確保する場合 112単位～18単位
（Ⅲ）夜間及び深夜の時間帯において、利用者の緊急事態等

に対応するための常時の連絡体制又は防災体制を確保する場合
10単位

日中支援加算
→（Ⅰ）高齢又は重度（65歳以上又は障害支援区分4以上）の利
用者が住居の外で過ごすことが困難であるときに、当該利用者
に対して日中に支援を行った場合 539単位～270単位
（Ⅱ）利用者が心身の状況等により日中活動サービス等を利用

することができないときに、当該利用者に対し、日中に支援を行
った場合 539単位～135単位

医療連携体制加算（Ⅴ）
→医療機関との連携等により看護師による、日常的な健康管理
を行ったり、医療ニーズが必要となった場合に適切な対応がとれ
る等の体制を整備している場合 39単位

重度障害者支援加算
→区分６であって重度障害者等包括支援の対象者に対して、より
手厚いサービスを提供するため従業者を加配するとともに、一部
の従業者が一定の研修を修了した場合 360単位

～

○利用者数 90,672 (国保連平成29年1月実績） 106



障害福祉サービスの利用者負担に関して
（成人）

107

 
市民税課税世帯 

 

一般２(所得割 16 万円以上) 37,200 円 

一般１(所得割 16 万円未満)(注 1) 9,300 円 

市民税非課税世帯 

(注２) 

低所得２(年収 80 万円超)  0 円 

低所得１(年収 80 万円以下)  0 円 

生活保護世帯 0 円 

（注１）収入が概ね６００万円以下の世帯が対象になります。

（注２）３人世帯で障害者基礎年金１級受給の場合、収入が概ね３００万円以下の世帯が
対象となります。

（注３）入所施設利用者（２０歳以上）、グループホーム利用者は、市町村民税課税世帯の
場合、「一般２」となります。また、２０歳未満の入所施設利用者は、所得割28万円以上が
「一般２」、所得割28万円未満が「一般１」となります。

障害者の場合は、障害者と配偶者の世帯で、障害福祉サービスの負担額（補装具、介護
保険も併せて利用している場合は、それぞれの負担額も含む。）の合算額が基準額を超
える場合は、高額障害福祉サービス等給付費が支給されます（償還払い）。



障害者総合支援法における「障害支援区分」の概要障害者総合支援法における「障害支援区分」の概要

非該当非該当 区分１区分１ 区分２区分２ 区分３区分３ 区分４区分４ 区分５区分５ 区分６区分６

必要とされる支援の度合い（低い） （高い）

○ 障害の多様な特性その他の心身の状態に応じて必要とされる標準的な支援の度合を総合的に示すもの。

① 障害支援区分の定義（法第４条第４項）① 障害支援区分の定義（法第４条第４項）

○ 市町村は、障害者等から介護給付費等の支給に係る申請を受理した場合、以下の手続きによる「障害支援区分の認定」を行う。

② 障害支援区分の認定手続き② 障害支援区分の認定手続き

市
町
村
へ
の
申
請

二
次
判
定

（
市
町
村
審
査
会
）

二
次
判
定

（
市
町
村
審
査
会
）

市
町
村
に
よ
る
認
定

（
申
請
者
へ
の
通
知
）

一
次
判
定

（
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
判
定
）

一
次
判
定

（
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
判
定
）

認定調査員による
訪問調査の結果

（認定調査の結果）

主治医の意見書
（医師意見書）

認定調査員による
特記事項

主治医の意見書
（医師意見書）

③ 市町村審査会による二次判定結果（平成27年10月～平成28年９月）③ 市町村審査会による二次判定結果（平成27年10月～平成28年９月）

非該当 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 合計

71件 6,163件 46,914件 53,224件 46,478件 37,538件 59,479件 249,867件

0.0% 2.5% 18.8% 21.3% 18.6% 15.0% 23.8% 100.0%
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障害支援区分の認定調査項目（80項目）

１．移動や動作等に関連する項目（12項目）

１－１ 寝返り １－２ 起き上がり １－３ 座位保持 １－４ 移乗

１－５ 立ち上がり １－６ 両足での立位保持 １－７ 片足での立位保持 １－８ 歩行

１－９ 移動 １－10 衣服の着脱 １－11 じょくそう １－12 えん下

２．身の回りの世話や日常生活等に関連する項目（16項目）

２－１ 食事 ２－２ 口腔清潔 ２－３ 入浴 ２－４ 排尿

２－５ 排便 ２－６ 健康・栄養管理 ２－７ 薬の管理 ２－８ 金銭の管理

２－９ 電話等の利用 ２－10 日常の意思決定 ２－11 危険の認識 ２－12 調理

２－13 掃除 ２－14 洗濯 ２－15 買い物 ２－16 交通手段の利用

３．意思疎通等に関連する項目（６項目）

３－１ 視力 ３－２ 聴力 ３－３ コミュニケーション ３－４ 説明の理解

３－５ 読み書き ３－６ 感覚過敏・感覚鈍麻 － －

４．行動障害に関連する項目（34項目）

４－１ 被害的・拒否的 ４－２ 作話 ４－３ 感情が不安定 ４－４ 昼夜逆転 ４－５ 暴言暴行

４－６ 同じ話をする ４－７ 大声・奇声を出す ４－８ 支援の拒否 ４－９ 徘徊 ４－10 落ち着きがない

４－11 外出して戻れない ４－12 １人で出たがる ４－13 収集癖 ４－14 物や衣類を壊す ４－15 不潔行為

４－16 異食行動 ４－17 ひどい物忘れ ４－18 こだわり ４－19 多動・行動停止 ４－20 不安定な行動

４－21 自らを傷つける行為 ４－22 他人を傷つける行為 ４－23 不適切な行為 ４－24 突発的な行動 ４－25 過食・反すう等

４－26 そう鬱状態 ４－27 反復的行動 ４－28 対人面の不安緊張 ４－29 意欲が乏しい ４－30 話がまとまらない

４－31 集中力が続かない ４－32 自己の過大評価 ４－33 集団への不適応 ４－34 多飲水・過飲水 －

５．特別な医療に関連する項目（12項目）

５－１ 点滴の管理 ５－２ 中心静脈栄養 ５－３ 透析 ５－４ ストーマの処置

５－５ 酸素療法 ５－６ レスピレーター ５－７ 気管切開の処置 ５－８ 疼痛の看護

５－９ 経管栄養 ５－10 モニター測定 ５－11 じょくそうの処置 ５－12 カテーテル 109
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手当等

①障害基礎年金

• 障害のある方が障害基礎年金を申請する場合の条件は、障害認定日（あ
るいは申請日）の障害程度が認定基準に該当するかどうか、というただ
一点ということになります。障害認定日は満20歳に達した日となります。

• 1級月額 81,177円

②特別障害者手当

• 精神又は身体に著しく重度の障害を有するため、日常生活において常時
特別の介護を必要とする状態にある在宅の20歳以上の者に支給する。

• 月額 27,200円



・本人の判断能力が著しく低下していたり、重要な法律行為（株
の売買や不動産の処 分、遺産分割、相続放棄など）を行うとき、
また、入所契約など本人の身上を配慮しなければいけないとき
は、成年後見制度を利用します。地域福祉権利擁護事業を利
用している人でも、前記した事情が生じた時は、成年後見制度
を利用することになります。

・成年後見人等は、本人の財産管理と身上監護を行うことに
なっています。

成年後見制度 ①



・家庭裁判所が審判によって、後見人等に必要な権限（同意権・取消権、代理権）を付
与します。
１．同意権・取消権

後見人等の同意なしに行った、本人の法律行為を取消（無効）にする権限です。ただ
し、本人が行った日常的な買い物などは取消されることはありません。
２．代理権

後見人等が本人に代わって法律行為を行う権限です。

成年後見制度 ②
類型 判断能力 援助する

人
本人の同意

後見 欠けているのが通常の状態 成年後見
人

不要

保佐 著しく不十分 保佐人 不要

補助 不十分 補助人 必要



・本人、配偶者、４親等以内の親族、弁護士、司法書士、社会
福祉士などの支援者が申立てを行います。

また、本人・配偶者や4親等以内の親族による申立てが期待
できず、放置できない状況の場合、市長が申立てを行います。
・成年後見人・保佐人・補助人(以下後見人等)は、家庭裁判所
が選びます。選ばれる後見人等は、親族の場合が多いのです
が、親族以外でも、弁護士、社会福祉士、司法書士、行政書士
などの専門職や法人が選ばれることもあります。また、成年後
見人等が複数選ばれることもあります。

成年後見制度 ③



介護保険サービスの利用

• 障害福祉サービスを利用されている方が、介護保険利用対象者に
なると居宅介護（身体介護や家事援助等）や短期入所を利用してい
る場合には介護保険のサービスが優先となります。そのため、介護
保険の認定申請を行い、要支援や要介護の決定が出た場合は、介
護保険サービスの利用に切り替える必要があります。

• また、65 歳以上の障害者については、介護保険法が優先的に適用
される一方で、サービスの支給量・内容が介護保険制度では十分に
確保されない場合には、条件が合えば総合支援法において、その
支給量・内容に上乗せしてサービスを受けられる仕組みとなってい
ます。







地域支援における視点





制度を活用した暮らしのイメージ
時間 0～6才 学齢期 学齢期 学齢期 成人期 成人期 成人期

：

7：00

8：00

9：00

10：00

11：00

12：00

13：00

14：00

15：00

16：00

17：00

18：00

19：00

20：00

21：00

22：00

：

児童発達
支援

訪問看護

居宅介護

居宅介護

通学

訪問リハ

訪問看護

通学

共同生活
援助

（グループ
ホーム）

居宅介護

訪問教育

訪問看護

居宅介護

放課後等
デイサービス

生活介護
生活介護

訪問入浴

訪問看護短期入所
（ショート
ステイ）

共同生活
援助

訪問看護

療養介護

訪問看護

居宅介護



３）ライフステージを見通した一貫した「縦と横」の「継続的・総合的な繋ぎ

の支援」

卒業後

高校生

中学生

小学生

幼児期

乳児期
３歳

１５歳

１２歳

６歳

１８歳

○就労支援
○生活支援・余暇支援

○教育相談

○就学相談

○幼稚園・保育園
○療育支援

○乳児健診及びフォロー
○心理相談

教育・福祉・労働

教育・福祉・保健

保健・福祉・保育・医療

保健・福祉・保育・教育

保健・福祉・医療

の

タ

テ

連

携

ヨ コ 連 携

支援者育成研修テキストより



全ライフステージに共通して必要な視点
１）いかに本人および家族に寄り添っていけるか。

２）本人中心の支援計画（利用者および家族のエンパワメント、アドボカシー）



アセスメントに基づくニーズ把握から、

本人に応える統一的・継続的・一体的支援体制

本人の望む暮らし

医療
安心してかかれる医療

福祉サービスの利
用（移動支援、介護

等）

相談支援

所得の保障
障害年金等

権利擁護
日常生活自立支援事業

成年後見制度

いきがい

友達
仲間

ピア活動など

暮らす場
自宅、グループ

ホームなど

日中活動の場



分類 機関名
どのような時に相談

できるか（例）
各機関の役割

（担当の専門職）

医

療

病院 子どもを通院させて診療を受けさせたいとき 子どもへの診療、投薬、処置を行う。
（医師、看護師）

診療所
（在宅療養支援
診療所を含む。）
※往診や訪問診療をしていない場

合、他の診療所を紹介するなど
の相談に応じられる診療所

子どもを通院させて診療を受けさせたいとき

通院が困難な状態で、自宅で訪問診療を受
けたいとき

子どもへの診療、投薬、処置を行う。

自宅に出向き、かかりつけ医として子ども
の全身管理を行い、専門的な疾患につい
ては医療機関の主治医と連携する。

（医師、看護師）

訪問看護ステーション 子どもの体調管理や自宅で介護するに当
たって不安なことへの相談にのってほしいと
き

自宅に出向き、子どもの体調管理や子育
て相談をはじめとした支援を行う。

（訪問看護師）

訪問薬局 処方薬を自宅に届けてほしいとき 自宅に処方薬を届け、服薬指導を行う。
（薬剤師）

訪問歯科診療所 子どもの口腔内・歯のトラブルが生じたが、
通院が困難なとき

歯のトラブルへの対処・診断・嚥下機能評
価などを行う。

（歯科医師）

行
政（
保
健・
福
祉）

保健所
（都道府県・市）

小児慢性特定疾患等難病による療育やサー
ビスについて相談したいとき

健康診断・健康相談、訪問指導等により健
康に関わる相談を行う。

（保健師、栄養士、精神保健相談員）

市町村障害福祉担当課 各種の福祉サービスや制度に関する相談や
サービスの利用申請をしたいとき

サービスや制度についての説明や申請手
続きの実施。

市町村母子保健・児童福祉担当課
（保健センター等）

乳幼児健診や予防接種等の母子保健サー
ビス、保育所や子育て支援の利用、発育や
発達、育児、療育等について相談したいとき

健康診断・健康相談、訪問指導等により健
康に関わる相談や保育・子育て支援の利
用相談等を行う。（保健師、栄養士、歯科
栄養士、保育士）

制度を支える専門職（医療、行政（保健・福祉））
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分類 機関名
どのような時に相談

できるか（例）
各機関の役割

（担当の専門職）

福

祉

・

療

育

相談支援事業所 ヘルパーをはじめとした地域での福祉サービス
を受けたいとき

計画相談の立案や関係者の調整等
（相談支援専門員）

児童発達支援センター 子ども（未就学）の発達について心配事があり、
発達を促す支援を受けたいとき

子どもに応じて、専門職が関わり、発達を
促す支援を行う。

（言語聴覚士・保育士・看護師・機能訓練
担当職員）

放課後等デイサービス事業所 子ども（就学中）を放課後や長期休暇の際に預
かって欲しいとき

子どもを放課後や長期休暇の際に預かり、
生活訓練や支援を行う。

（機能訓練担当職員）

日中一時支援事業所
（宅老所を含む。）

子どもを一時的に日中預けたいとき 子どもを預かり、支援を行う。
（看護師・福祉相談員等）

短期入所事業所 子どもを数日間預かって欲しいとき 短期入所中、子どもの支援を行う。
（看護師・福祉職・介護福祉士）

居宅介護事業所 自宅で介護を全てやるのは大変なので、ヘル
パーに手伝ってほしいとき

自宅での食事介護や入浴介助など生
活支援や介護支援を行う。

（介護福祉士・ヘルパー）

教

育

教育センター、教育委員会 就学に向けてどの学校に進学すればいいのか
わからないとき学区外の学校に通学したいとき

就学その他の教育に関する相談に応じる。
（相談員）

特別支援学校 子どもの身体・精神的特徴を理解し、教育を行
う場所を見つけたい

（教師・医療コーディネーター）

制度を支える専門職（福祉・療育、教育）
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小児在宅における多職種連携の特色

１．複数の特徴の異なる制度を包括した連携体制の構築

◆各関係法令に対する理解の不足

（医療法・障害者総合支援法・児童福祉法・母子保健法）

介護保険のように一つの制度の枠組みがない

各機関、職種の背景となる法令が異なるため、子どもと家
族に対する価値観・支援のしくみに相違があるため、共通
言語・価値観が構築されにくい

例：職種で異なる子育て・家族についての価値観

医療者の考える在宅可能な医療依存度

他の職種が可能と考える医療依存度の差異

子どもと家族、教育者がとらえる教育環境の差異
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◆養育力の向上への支援に対する考えの相違

専門職内・多職種の中で揺らぐ価値観

「兄弟に対する支援も、行うべき？行わない？」

２．多職種・多機関での連携

各職種、関わる人物の考え方で異なる役割の認識

複数の主治医の存在

３．高い医療依存度と個別性

◆医療職以外の職種の心理的抵抗感

「医療が必要で、すぐに命に直結する子どもに関わるって怖
い」

「私たちが関わってなにか役に立てるのでしょうか？」

「こんなに重症なのに、普通の学校に通っていいのか？」

126支援者育成研修テキストより



４．地域で異なる支援チームの状況

◆必要な職種をチームに取り入れる力

地域資源が限られているため連携する機関、人、しくみが決
まっており、対象の個別性に応じた連携となりづらい

◆コーディネータ（サービス調整・評価）の不在

各専門職の役割が当該地域の職種の考えで限定されており、
生活全般を支援する体制の構築がなされていない

◆チームリーダ（チームビルディングを促進する役割）の不在

課題の認識に相違があり、相違を調整する役割を担うチーム
リーダが不在のため、課題が更に深刻化してしまう

５．統一されない医療機関からの在宅移行

物品提供方法・退院支援、調整業務を担う部署・担当者が

各医療機関によって異なる
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より良き多職種連携を目指し、
多職種間での大目標の共有の推進
医療的ケアのある子どもが安心安全に、地域の子ども
として暮らせるよう、医療的ケアをはじめとする、通常の
子育てとは異なる負担を軽減し、養育者が親としての
役割を遂行し、子どもの権利を擁護できるよう支援する
ために連携する

親としての役割とは

１．生活全般を支える役割

２．疾病の管理

３．成長と発達を促す役割

４．愛情を注ぐ役割

５．子どもと一緒にこどもに有益なことを意思決定する
出典：引用文献3 128
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